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 (百万円未満切捨て)

１．平成 25 年６月期の業績（平成 24 年７月１日～平成 25 年６月 30 日） 
（１）経営成績 (％表示は対前期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年６月期 304 △81.1 △94 ― △95 ― △71 ―

24年６月期 1,607 444.5 63 ― 62 ― 41 ―

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年６月期 △667.81 ―  △143.9 △41.5 △31.0

24年６月期 384.65 358.03 63.5 21.5 4.0 
(参考) 持分法投資損益 25年６月期 ―百万円 24年６月期 ―百万円

 
（２）財政状態  

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円 銭

25年６月期 151 16 9.1 130.08

24年６月期 308 87 27.6 797.89 
(参考) 自己資本 25年６月期 14百万円 24年６月期 85百万円

 
（３）キャッシュ・フローの状況  

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物

期末残高 
 百万円 百万円 百万円 百万円

25年６月期 1 6 △20 23

24年６月期 12 12 △57 35

 
２．配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 

純資産 
配当率 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年６月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

25年６月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

26年６月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00  ― 

 
３．平成 26 年６月期の業績予想（平成 25 年７月１日～平成 26 年６月 30 日） 
 (％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 619 103.6 4 ― 2 ― 1 ― 18.45



  
※ 注記事項 
（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
 ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有 
 ② ①以外の会計方針の変更 ： 無 
 ③ 会計上の見積りの変更 ： 有 
 ④ 修正再表示 ： 無 

（２）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 25年６月期 106,956 株 24年６月期 106,956 株

② 期末自己株式数 25年６月期 338 株 24年６月期 338 株

③ 期中平均株式数 25年６月期 106,618 株 24年６月期 106,618 株

 
※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点にお
いて、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は完了しておりません。 

 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合
理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる
可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につ
いては、添付資料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

当事業年度におけるわが国経済は、昨年末に誕生した新政権の経済対策および金融政策によるデ

フレ脱却への期待感から、円安・株高が進行したことで輸出環境が改善され、消費の改善による景

気回復の期待が高まりましたが、欧州債務問題の長期化、新興国の経済成長鈍化などの海外景気下

振れリスクが存在し、依然として不透明感が残る状況が続いております。 

このような状況の中、当社は、提携先や取引先を通じた顧客開拓チャネルの拡充を図り、付随工

事の取り込みなど顧客対応力の強化による収益の上積みを行ってまいりました。 

しかし、第４四半期に見込んでいた大口案件が、事業開始時期のずれ込みにより、獲得および販

売に至らなかった事が大きな要因となり、LED 照明機器販売の売上高が大幅に計画を下回る結果とな

りました。 

また、環境商材拡充を目的とした太陽光パネル等の販売は、当初の計画に対し、案件の獲得件数、

販売数ならびに規模数が計画を下回る結果となりました。 

この結果、売上高 304,180 千円（前事業年度比 81.1%減）、営業損失 94,177 千円（前事業年度は

63,594 千円の利益）、経常損失 95,557 千円（前事業年度は 62,204 千円の利益）、当期純損失

71,200 千円（前事業年度は 41,010 千円の利益）となりました。 

 

② 次期の見通し 

今後の見通しにつきましては、国内外の景気が不透明な状況は引き続き継続する見通しではある

ものの、当社の主要事業である事業者向 LED 照明機器販売においては、政府の掲げる「新成長戦

略」で 2020 年までの LED や有機 EL 等の次世代照明の 100%化実現の方針が示されており、LED 照明

機器の需要は今後も拡大が予想されます。一方で、市場拡大に伴う競争激化による製品販売単価の

下落や利益率の低下傾向など、収益面でのマイナス要素の懸念はあるものの、当社においては、現

在、取組んでおります入札案件や、工場、展示場などの大型案件への取組み、付随工事案件の取り

込みによる収益の積み増しを行い、企業体質の強化を図ってまいります。 

新規事業においては、自動車関連事業について早急な検討を進めてまいります。 

具体的には下記の施策を講じてまいります。 

（ⅰ）収益基盤の拡充 

・提携先や取引先を通じた顧客開拓チャネルの拡充を図ります。 

・付随工事の取り込みなど顧客対応力の強化による収益の上積み施策を実施してまいります。 

・新規仕入先の開拓による価格ニーズにあった提案を推進し、利益の改善を図ります。 

・競合の少ない新たな商品群のマーケットを開拓し、ニーズにあった商品を仕入先と共同開発し、

ニッチなマーケットでの知名度アップを図ります。 

・太陽光パネル販売の本格的な事業化を目指してまいります。 

・新たな市場開拓と同時に、同業他社を問わずタッグを組み、双方の強みを伸ばせる提携先を模

索してまいります。 
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（ⅱ）新規事業開発 

・提携先の協力を得ながら、自動車修理工場や板金工場向の販売管理ソフトの販売、車両販売支

援の業務提携、自動車周辺商品の販売等の自動車関連事業への参入を検討してまいります。 

 

以上により、次期の業績の見通しといたしましては、売上高 619 百万円（当事業年度比 103.6％

増）、営業利益 4 百万円（当事業年度は営業損失 94 百万円）、当期純利益 1 百万円（当事業年度は

当期純損失 71 百万円）を予定しております。 

なお、次期の業績見通しにおいては、当事業年度において見込んでおりました大口案件の規模お

よび事業開始時期が流動的なため、当該売上および新規事業開発に伴う売上等は保守的な観点から

現時点では織り込んでおりません。 

  
（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

（流動資産） 

流動資産の残高は、141,690 千円（前事業年度比 151,335 千円減）となりました。その主な要因

は、LED 照明機器販売事業の売掛金が 131,933 千円減少し、また LED 商品在庫の減少により商品が

10,589 千円減少した一方で、追加設置工事費の補償により未収入金が 8,153 千円増加し、また現

金及び預金が 17,443 千円減少したこと等によるものであります。 

（固定資産） 

固定資産の残高は、10,090 千円（前事業年度比 5,628 千円減）となりました。その主な要因は、

本社事務所の縮小等に伴う差入保証金が 3,320 千円減少したこと等によるものであります。 

この結果、当事業年度末における総資産は 151,781 千円（前事業年度比 156,964 千円減）とな

りました。 

（流動負債） 

流動負債の残高は、135,172 千円（前事業年度比 45,763 千円減）となりました。その主な要因

は、LED 照明機器販売事業の買掛金が 42,914 千円減少した一方で、短期借入金が 20,000 千円増加

し、未払消費税が 11,107 千円減少したこと等に伴うものであります。 

また、当事業年度末における固定負債の残高は、0 円（前事業年度比 40,000 千円減）となりま

した。その主な要因は、流動負債への振替により社債が 40,000 千円減少したことによるものであ

ります。 

この結果、当事業年度末における負債合計は 135,172 千円（前事業年度比 85,763 千円減）とな

りました。 

（純資産） 

純資産の残高は、16,609 千円（前事業年度末比 71,200 千円減）となりました。その主な要因は、

当期純損失を 71,200 千円計上したことに伴うものです。 
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② キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物は、前事業年度末と比べて 11,443 千円（32.6％）の

減少となりました。 

 

営業活動によるキャッシュ･フローは、1,585 千円と前事業年度と比べて 10,755 千円（前事業年

度は 12,340 千円）の減少となりました。これは、その他の売上債権の減少 131,933 千円および棚

卸資産の減少 10,718 千円等によって資金が増加したことに対して、税引前当期純損失が 69,957

千円になったことに加えて、仕入債務の減少 42,914 千円およびその他の負債の減少 18,064 千円

等により資金が減少したことによるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、6,969 千円と前事業年度と比べて 5,070 千円の減少とな

りました。これは、本社事務所の縮小による差入保証金の返還による収入 2,506 千円や定期預金

の払戻による収入 30,000 千円等があったものの、貸付金による支出 1,950 千円および定期預金の

預入による支出 24,000 千円等があったことによるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、△20,000 千円と前事業年度と比べて 37,030 千円の増加

となりました。これは、短期借入金による収支 20,000 千円に対して、社債の償還による支出

40,000 千円による資金減少があったことによるものです。 

  
(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 

 平成21年６月期 平成22年６月期 平成23年６月期 平成24年６月期 平成25年６月期

自己資本比率 40.3 41.2 16.4 27.6 9.1

時価ベースの自己資本比率 19.8 52.8 103.2 135.1 200.8

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率 

6.6 1.1 ― 6.5 37.8

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ 

6.7 19.1 ― 5.0 1.3

自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも財務数値により計算しています。 
（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式総数をベースに計算しています。 

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象とし

ています。また利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
  
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主に対する利益還元の実施を経営の重要課題の一つと認識しておりますが、当事業年

度において累積損失は拡大する結果となりました。当社は、LED 照明機器販売事業の継続的な展開お

よび新規事業の急速な展開により、財務基盤の回復に注力することによる利益体質の確立を最優先

事項と位置付けております。よって、次期においては累積損失の解消を最優先とし、内部留保を充

実させるために、配当は見送らせて頂く方針でございますが、将来的には経営成績及び財務状況の

改善に応じて、配当等による株主への利益還元を検討していく所存であります。 
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（４）事業等のリスク 

当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事項で、投資家の判断に重要な

影響を及ぼす事項には、以下のものがあります。 

なお、文章の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社グループが判断したものであ

ります。 

① 中期経営計画の実行可能性について 

当社は、販売費及び一般管理費の大幅な削減、収益基盤の拡充および資金繰りの安定化を柱と

する中期経営計画に基づき、収益力の向上と財務基盤の拡充を図ってまいる所存です。しかしな

がら、同計画における施策が不冴えに終わった場合には、当社の業績または資金繰りに影響を及

ぼす可能性があります。 

② 競合について 

当社が主要事業と位置付けている LED 照明機器販売市場は、その市場規模が急拡大している一

方で、販売に関しましては参入障壁が低く、販売業者の参入が相次いでいることにより価格競争

が激化しております。当社といたしましては、比較的競合関係の緩い高所照明の取り扱い強化等

により、価格競争を極力回避し、利益率の確保に努めてまいる所存でありますが、予想以上の製

品価格低下が回避できない状況となった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ LED 照明機器販売事業の在庫リスク 

当社は、顧客の様々なニーズに素早く対応するためにも、相応の在庫を保有する必要がありま

す。 

一方、加速度的な技術発展に伴い商品サイクルの短縮や価格競争による在庫商品の陳腐化に伴

い、在庫商品の販売価格が当社の予測と乖離した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

④ LED 照明機器販売事業における販売代理店契約について 

当社は、国内外の優良な LED 照明商材を製造メーカーおよびその代理店から仕入れて、当社顧

客に販売し、または販売代理店等に卸売りしております。しかしながら、LED 照明業界全体での販

売代理店獲得における競争の激化や地域的な偏りなどの理由から、販売代理店契約の解除や脱退

などに伴い、当社の業績に影響が及ぶ可能性があります。 

また、多数の販売代理店契約の締結により、貸倒リスクが発生する可能性があり、当社の収益

に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤ 当社株式の実質的存続性の喪失に係る猶予期間入りについて 

当社株式は平成 23 年１月 27 日以降、株式会社名古屋証券取引所の株券上場廃止基準第２条の

２第１項第５号の規定で準用する同基準第２条第１項９号 a の規定により、合併等による実質的

存続性の猶予期間に入っております。当該猶予期間である平成 26 年６月 30 日までに株式上場審

査基準に準じて株式会社名古屋証券取引所がその取扱において定める基準に当社が適合すると認

められない場合、当社株式の上場が廃止となる可能性があります。 

また、再審査にあたり主幹事証券の選定が完了していない状況にあります。当社といたしまし

ては、当該状況を解消すべく、現在注力している LED 事業を主要事業として収益基盤を確立し、

主幹事証券の選定を早急に進め、新規上場に準じた審査を通過できるよう、万全の準備を行って
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いく所存であります。  

⑥ 債務超過のリスク  

当社の当事業年度末における純資産残高は 16,609 千円であり、翌事業年度の業績によっては債

務超過に陥る可能性があります。 

   
（５）継続企業の前提に関する重要事象等 

当社は、前事業年度において 1,607,958 千円であった売上高が、当事業年度において 304,180 千

円と著しく減少しており、また、当事業年度において営業損失 94,177 千円、経常損失 95,557 千円

及び当期純損失 71,200 千円を計上しております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を

生じさせるような事象又は状況が存在しております。 

この状況に対処すべく、事業面では（1）LED 照明機器販売事業の拡販、（2）新規事業の開発とい

った重点課題に引き続いて取り組み、販売力の増強とコストの削減による収益力の向上を図ってま

いります。また、資金調達面では、新株予約権の行使や第三者割当増資を含めた新たな業務提携先、

支援先を模索し、資金調達を実行することによって運転資金を確保する準備も引き続き行ってまい

ります。 

当社では、以下の施策を着実に実行することにより、さらに収益力を向上させ、安定的な財務基

盤を獲得するための経営改善を推し進めてまいります。 

（ⅰ）収益基盤の拡充 

・提携先や取引先を通じた顧客開拓チャネルの拡充を図ります。 

・付随工事の取り込みなど顧客対応力の強化による収益の上積み施策を実施してまいります。 

・新規仕入先の開拓による価格ニーズにあった提案を推進し、利益の改善を図ります。 

・競合の少ない新たな商品群のマーケットを開拓し、ニーズにあった商品を仕入先と共同開発

し、ニッチなマーケットでの知名度アップを図ります。 

・太陽光パネル販売の本格的な事業化を目指してまいります。 

・新たな市場開拓と同時に、同業他社を問わずタッグを組み、双方の強みを伸ばせる提携先を

模索してまいります。 

（ⅱ）新規事業開発 

・提携先の協力を得ながら、自動車修理工場や板金工場向の販売管理ソフトの販売、車両販売

支援の業務提携、自動車周辺商品の販売等の自動車関連事業への参入を検討してまいります。 

（ⅲ）資金調達施策の実施による財務基盤の拡充と資金繰りの安定化 

・筆頭株主である NR 投資事業組合に対し、すでに付与しております新株予約権の翌事業年度内

での行使を要請してまいります。 

・取引金融機関との関係正常化に向け、交渉を再開するとともに、必要資金の借入交渉を行っ

てまいります。 

・新たな提携先、支援先を早急に模索し、資金繰りの安定化を図ってまいります。 
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（６）その他 

潜在株式について 

当社は、平成 23 年６月 29 日開催の臨時株主総会の特別決議に基づき、ＮＲ投資事業組合に対

して新株予約権を発行しております。この新株予約権の行使期間は平成 24 年１月１日から平成 28

年６月 30 日となっており、本件新株予約権が行使された場合、１株当たり株式の価値は希薄化す

る可能性があります。 

なお、平成 25 年８月 16 日現在の発行済株式総数は 106,956 株に対して、本件新株予約権によ

る潜在株式数は 20,000 株となっております。 

 

 

２．企業集団の状況 

(1) 事業の内容 

当社は、LED 照明卸売商社としての代理店契約に基づく、代理店への卸売および、法人への導入

提案や直接販売を展開している商社であります。 

以上の事項を事業等系図によって示すと、以下のとおりであります。 

 [事業系統図] 
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３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

当社は、常に新しい視点で経営を捉え、新しいビジネススキームを創造することにより企業とし

ての持続的な発展を遂げ、社会貢献する企業であり続けることを経営理念としており、品質・納

期・コスト改善に関する具体的な問題解決を求めている顧客ニーズに対応できる、より有効なビジ

ネスモデルを常に追求していくことを経営方針としております。 

（２）目標とする経営指標 

当社は、前々期まで三期連続での損失計上および当期における損失計上によって大幅に毀損して

いる株主価値の回復を実現すべく、積極的な事業展開によって収益基盤の確立、拡大を図っていく

方針であります。当社といたしましては、主要事業を展開している LED 照明機器市場は急拡大市場

であり、当該市場における存在感向上を目的として、相応の利益率の確保を前提とした売上高なら

びにその伸長率を重視するとともに、その向上に努めてまいる所存です。 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社は、設立以来半導体製造に係る装置販売、技術サービス、デバイス設計関連ソフトウェアを

主体とする半導体関連事業に特化した企業でありましたが、当該事業での業績回復の見通しが立た

ないものと判断し、平成 23 年１月 27 日に発表した経営改善計画の通り、事業を一時凍結しており

ます。 

これに伴って、平成 22 年９月より本格的に参入した LED 照明機器販売事業を主要事業として、当

社事業基盤の確立を急ぐことを基本戦略とした、企業戦略の転換を図ってまいりました。 

その結果、既存代理店網への LED 照明機器の販売、これに加えて新たな大口顧客の開拓、官公庁

における入札案件の落札等に継続して注力しております。他方、LED 照明機器の仕入先である株式会

社共立電機製作所が開発した平面型ベース照明の拡販を推進することで、同社との協業体制の強化

を図り、市場ニーズに合わせた良質な商材の確保に努めてまいります。 

さらに、取扱商材の拡大や異業種への進出等、収益基盤の安定化に資する施策の検討も社内的に

開始しております。 

（４）会社の対処すべき課題 

国内経済の先行きに対する不透明感が継続する一方で、原子力発電所の稼動が大幅に減少してい

ることから電力不足に陥ることが懸念されており、さらには企業の節電意識の高まりもあって、当

社の主力製品である LED 照明機器の需要が急速に高まっていることも事実であり、当社としてはこ

れを大きなビジネスチャンスととらえております。 

一方で、当社は LED 照明販売事業への主力事業の転換に至る過程において、平成 23 年１月 27 日

に、株式会社名古屋証券取引所から「上場会社が実質的な存続会社でないと当取引所が認めた場

合」に該当するとして、平成 23 年１月 27 日から平成 26 年６月 30 日までの合併等による実質的存

続性の喪失に係る猶予期間入りと定められました。 

実質的な存続会社でないと判断された場合でも、直ちに上場廃止となるのではなく、猶予期間中

に「新規上場に準じた審査」に適合すると認められた場合には猶予期間入りから解除され当社株式

の上場が維持されることになります。 
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当社といたしましては、LED 照明機器販売事業での拡販と新たな環境関連商材の販売、新規事業の

開発を推進し、収益基盤を確立した上で、新規上場に準じた審査に係る申請を行い、審査に適合し、

猶予期間からの解除により上場を維持いたすべく対応いたしてまいります。 

 

そのために、これらの施策を一層強力に推進すべく、「中期経営計画」を着実に実行することに

よって企業体質の強化を図るとともに、企業価値向上を実現するためのさらなる収益基盤の拡大を

図っていく所存であります。 

その中でも、特に以下の項目を重点課題として確実に実施してまいります。 

①LED 照明機器販売事業の拡販 

LED 照明機器販売事業は、競合他社の参入も激化していることから、当社は仕入先である株式会

社共立電機製作所との連携を強化し、商品供給体制の確立と商品の差別化を推進するとともに、

顧客への共同提案をスピーディーに実施できる体制を構築してまいります。これに加え、LED 照明

機器販売時に発生する付随工事等の取り込みを図り、収益の上積みを目指していく所存でありま

す。 

②新たな環境関連商材の販売 

昨今、国内における太陽光発電事業市場の拡大に伴い、当社への顧客からの太陽光発電関連商

材の取り扱いに関する問い合わせが増加したことで、太陽光パネルの販売を開始致しました。 

しかしながら、現時点では事業体と呼べる規模には至っていない状況のため、実績事例を活用し

た営業活動を推進し、事業化を目指していく所存であります。 

また、太陽光パネル以外の環境関連商材についても随時検討を行い、収益の上積みを目指して

いく所存であります。 

③新規事業の開発 

業務提携先である株式会社 ASK 及び株式会社ライトアンドリレーションの支援を得ながら、両

社が得意とする自動車関連産業分野での新規事業開発を推進してまいります。また、新規事業開

発に際し、早期の事業立ち上げに資すると判断すれば、事業譲受等を含めた M&A の検討も行って

まいります。 

 

（５）その他、会社の経営上重要な事項 

（金銭消費貸借契約） 

当社は、平成 25 年２月 20 日開催の取締役会において、下記のとおり金銭消費貸借契約の締結に

ついて決議しております。なお、平成 25 年３月 15 日付で金銭消費貸借契約を締結し、同日 10,000

千円の借入れを実行しております。また、残額 10,000 千円については、平成 25 年５月２日に借入

れを実行しております。 

（１）目的： 運転資金 

（２）借入先： 株式会社 ASK 

（３）借入金額： 20,000 千円 

（４）利率： 3.0% 

（５）借入期間： 平成 25 年３月 15 日～平成 25 年９月 30 日 

（６）実行日： 平成 25 年３月 15 日 10,000 千円 

         平成 25 年５月２ 日 10,000 千円 
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（５）財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

当社は、前事業年度において 1,607,958 千円であった売上高が、当事業年度において 304,180 千

円と著しく減少しており、また、当事業年度において営業損失 94,177 千円、経常損失 95,557 千円

及び当期純損失 71,200 千円を計上しております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を

生じさせるような状況が存在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく以下の施策を着実に実行してまいります。 

① 収益基盤の拡充 

・提携先や取引先を通じた顧客開拓チャネルの拡充を図ります。 

・付随工事の取り込みなど顧客対応力の強化による収益の上積み施策を実施してまいります。 

・新規仕入先の開拓による価格ニーズにあった提案を推進し、利益の改善を図ります。 

・競合の少ない新たな商品群のマーケットを開拓し、ニーズにあった商品を仕入先と共同開発し、

ニッチなマーケットでの知名度アップを図ります。 

・新たな市場開拓と同時に、同業他社を問わずタッグを組み、双方の強みを伸ばせる提携先を模

索してまいります。 

② 新規事業開発 

・太陽光パネル販売事業への参入を目指し、提携先の選定を開始いたします。 

・提携先の協力を得ながら、自動車修理工場や板金工場向の販売管理ソフトの販売、車両販売支

援の業務提携、自動車周辺商品の販売等の自動車関連事業への参入を検討してまいります。 

③ 財務基盤の強化と資金繰りの安定化 

・既存株主が保有している新株予約権の行使の要請や新たな提携先からの借入や第三者割当増資

などによる資金調達施策を実行することにより、財務基盤の強化を図ってまいります。 

 

しかしながら、これらの施策は実行途上にあり、現時点においては継続企業の前提に関する重要

な不確実性が認められます。 

なお、財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を財務諸表には反映しておりません。 

 

（重要な会計方針） 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

（その他有価証券） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

通常の販売目的で保有するための卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

（商品）  総平均法 

（貯蔵品） 最終仕入原価法 
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③ 固定資産の減価償却の方法 

（有形固定資産） 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

車両運搬具 ２年 

工具、器具及び備品 ３～10 年 

 

（無形固定資産） 

定額法によっております。 

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

 

④ 引当金の計上基準 

（貸倒引当金） 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権について個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

⑤ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資であります。 

 

⑥ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（消費税等の会計処理） 

消費税及び地方税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（会計方針の変更） 

（会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更） 

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成 24 年７月１日以後に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

この変更による損益に与える影響はありません。 

 

（表示方法の変更） 

該当事項はありません。 
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（貸借対照表関係） 

※１.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は及び担保付債務は以下のとおりであります。 

担保に供している資産 

 前事業年度 
（平成24年６月30日）

当事業年度 
（平成25年６月30日） 

預金 28,000千円 28,000千円 

  

担保付債務 

 前事業年度 
（平成24年６月30日）

当事業年度 
（平成25年６月30日） 

社債 80,000千円 40,000千円 

（うち、社債） 40,000 〃 ― 〃 

（うち、１年以内償還予定の社債） 40,000 〃 40,000 〃 

 

（損益計算書関係） 

※１. 他勘定振替高の主たるものは、LED 商品をサンプル品として提供したことによる販売促進

費への振替高であります。 

 

※２. 販売費及び一般管理費は次のとおりであります。 

 前事業年度 
（平成24年６月30日）

当事業年度 
（平成25年６月30日） 

給与手当 80,482千円 32,199千円 

支払手数料 29,768 〃 32,426 〃 

役員報酬 21,745 〃 17,607 〃 

顧問料 13,641 〃 13,800 〃 

地代家賃 11,278 〃 13,503 〃 

旅費交通費 20,732 〃 8,630 〃 

法定福利費 13,867 〃 6,771 〃 

販売費 57.8 ％ 25.4 ％ 

一般管理費 42.2 〃 74.6 〃 
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（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度 （自平成 23 年７月１日 至平成 24 年６月 30 日） 

① 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式   

普通株式（注） 106,956株 ― ― 106,956株

自己株式   

普通株式 338株 ― ― 338株

 

② 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

会社名等 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数（株） 当事業 
年度末残高
（千円） 

前事業年度
末 

増加 減少 
当事業年度
末 

提出会社 

第５回新株
予約権（平
成23年６月
30日発行） 

普通株式 20,000 ― ― 20,000 2,740

合計 ― 20,000 ― ― 20,000 2,740

（注）１ 目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載して

おります。 

 ２ 第５回新株予約権の増加は、平成 23 年６月 29 日の臨時株主総会決議に基づき発行したことによりま

す。 

 ３ 第５回新株予約権は、権利行使期間は平成 24 年１月１日から平成 28 年６月 30 日となります。 

  

当事業年度 （自平成 24 年７月１日 至平成 25 年６月 30 日） 

① 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式   

普通株式（注） 106,956株 ― ― 106,956株

自己株式   

普通株式 338株 ― ― 338株

 

② 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

会社名等 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数（株） 当事業 
年度末残高
（千円） 

前事業年度
末 

増加 減少 
当事業年度
末 

提出会社 

第５回新株
予約権（平
成23年６月
30日発行） 

普通株式 20,000 ― ― 20,000 2,740

合計 ― 20,000 ― ― 20,000 2,740

（注）１ 目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載して

おります。 

 ２ 第５回新株予約権の増加は、平成 23 年６月 29 日の臨時株主総会決議に基づき発行したことによりま

す。 

 ３ 第５回新株予約権は、権利行使期間は平成 24 年１月１日から平成 28 年６月 30 日となります。 
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（キャッシュ・フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。 

 

 
前事業年度 

（自 平成23年７月１日 
  至 平成24年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成24年７月１日 

  至 平成25年６月30日） 

現金及び預金 72,133千円 54,689千円 

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 37,000 〃 31,000 〃 

現金及び現金同等物 35,133千円 23,689千円 

 

（セグメント情報等） 

（セグメント情報） 

当社は、LED 照明機器販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（関連情報） 

前事業年度 （自平成 23 年７月１日 至平成 24 年６月 30 日） 

① 製品及びサービスごとの情報 

LED 照明機器販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

② 地域ごとの情報 

（1）売上高 

本邦以外への外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。 

（2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

③  主要な顧客ごとの情報 

  （単位：千円） 

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名 

株式会社ヤマダ電機 1,456,606 LED照明機器販売事業 

  

当事業年度 （自平成 24 年７月１日 至平成 25 年６月 30 日） 

① 製品及びサービスごとの情報 

LED 照明機器販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

② 地域ごとの情報 

（1）売上高 

本邦以外への外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。 

（2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 
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③  主要な顧客ごとの情報 

  （単位：千円） 

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名 

株式会社ヤマダ電機 126,112 LED照明機器販売事業 

株式会社スズキレピオ 31,459 LED照明機器販売事業 

  

 

（報告セグメント毎の固定資産の減損損失に関する情報） 

LED 照明機器販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

（報告セグメント毎の暖簾の償却額および未償却残高に関する情報） 

LED 照明機器販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

（報告セグメント毎の負の暖簾発生駅に関する情報） 

LED 照明機器販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（１株当り情報） 

 
前事業年度 

（自 平成23年７月１日 
  至 平成24年６月30日）

当事業年度 
（自 平成24年７月１日 

  至 平成25年６月30日）

１株当たり純資産額 797.89円 130.08円

１株当たり当期純利益金額 
または純損失金額（△） 384.65円 △667.81円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 358.03円

１株当たり当期純損失である
ため、記載しておりません。 

 
（注 1）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

 
前事業年度 

（自 平成23年７月１日 
  至 平成24年６月30日）

当事業年度 
（自 平成24年７月１日 

  至 平成25年６月30日）
１株当たり当期純利益金額または純損
失金額（△） 

当期純利益または純損失（△）（千
円） 

41,010 △71,200

普通株式に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益または当
期純損失（△）（千円） 

41,010 △71,200

普通株式の期中平均株式数（株） 106,618 106,618

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

― ―

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

7,927 ―

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

7,927 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益金額の算
定に含まれなかった潜在株式の概要 

― ―
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（注 2）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

（自 平成23年７月１日 
  至 平成24年６月30日）

当事業年度 
（自 平成24年７月１日 

  至 平成25年６月30日）

純資産の部の合計額（千円） 87,809 16,609

純資産の部の合計額から控除する金額
（千円） 2,740 2,740

（うち新株予約権） 2,740 2,740

普通株式に係る期末の純資産額（千
円） 

85,069 13,869

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数（株） 106,618 106,618

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 

５．その他 

（１）生産、受注及び販売の状況 

①生産実績 

該当する事項はありません。 

 

②仕入実績 

当事業年度における仕入実績は、次のとおりであります。 

セグメントの名称 仕入高（千円） 前年同期比（％） 

LED照明機器販売事業 236,371 18.6 

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
 

③受注実績 

該当する事項はありません。 

 

④販売実績 

セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％） 

LED照明機器販売事業 304,180 18.9 

（注）1.上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

2.主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

相手先 
前事業年度 当事業年度 

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％） 

株式会社ヤマダ電機 1,456,606 90.6 126,112 41.0 

株式会社スズキレピオ ― ― 31,459 10.2 

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
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